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米ISM景況感指数 2月は非製造業の景況感が大幅低下
オミクロン株の感染拡大によるサービス業の労働力不足が続く
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図表1：非製造業指数がおよそ１年ぶりの低水準

ISM景況感指数とは？
全米供給管理協会（ISM）が製造業・非製造業の購買担当者へのアンケート調査結果をもとに、毎
月公表している米国企業の景況感を示す指標のひとつ。製造業が毎月第1営業日、非製造業が毎月
第3営業日に公表される。50が景気の拡大・後退の分岐点であり、50を上回ると景気拡大、50を
下回ると景気後退を示す。

図表２：非製造業の雇用指数が大幅低下
サービス業を中心に人手不足が深刻
景況感指数を構成する指数のうち『雇用指数』
が、製造業・非製造業ともに低下しました。2月
の雇用指数は製造業は52.9、非製造業は48.5と
なり、非製造業は8ヵ月ぶりに好況・不況の節目
となる50を割り込みました。
ワクチン接種が進む米国では、飲食店でのマスク
着用の義務付けを取り下げるなど、感染防止対策
が緩和され始めています。個人消費はモノから、
感染防止のためにこれまで控えられてきた外食や
旅行などのサービスへ移行しつつあり、当面、
サービス業の人手不足が続くことが予想されます。
今後も高水準の景況感が維持されるためには、人
手不足の早期解消が引き続き最大の課題となりそ
うです。

製造業は上昇、非製造業は大幅に低下
全米供給管理協会(ISM)が3月1日に発表した、
2022年2月の製造業景況感指数は58.6（事前予
想：58.0）と、4ヵ月ぶりに小幅に上昇しました。
一方、3日発表の2月の非製造業景況感指数は56.5
（事前予想：61.1）と、2021年2月以来、およそ
１年ぶりの低水準となりました(図表1) 。
足元では米国の新型コロナウイルスの新規感染者
数が大幅に減少しています。各州で感染防止策や
経済活動の制限が緩和されつつありますが、2月
中はなお感染拡大の影響が根強く、飲食・宿泊な
どのサービス業を中心に労働力不足が影響したも
のとみられます。
業種別では、製造業は18業種中、衣料品や運輸
機器などの16業種で、非製造業は18業種中、娯楽
や飲食などを除く14業種から活動拡大が報告され
ました。

出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※ISM製造業・非製造業景況感指数の構成指数（雇用指数）の推移

※ISM製造業・非製造業景況感指数の推移
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